
事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等
会費の募集 会費を納入いただいたことで、白子町住民に直接

的・間接的に社会福祉事業を支えてもらっている。
募集期間　１０月１日から３ヶ月間

会員の募集・会費納入の推進 （１世帯５００円） 会員総数　　　　　　２，４１７件
会費総数　　１，２０８，５００円

＜地域福祉事業＞
ボランティアセンター運営事業 ・ボランティア活動の促進

　　新規ボランティア登録者数　　　１名
補助金・会費収入 　　相談・斡旋　　　　　　　　　　２件
　　　　　 　４８０，４２６円
支出総額　　  ４８０，４２６円 ・福祉教育の推進

　　中学校６０，０００円　　小学校（３校）　各４０，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計１８０，０００円）
・ボランティア保険の加入　　５９７名

地区社会福祉協議会事業 小域福祉圏（関・南白亀・白潟地区社会福祉協議会）
補助金・会費収入 ・関フレンドサロン・夢サロン
                    ３６９，０００円 ・見守り活動・広報発行（年２回）
共同募金収入 　　　 ４２０，０００円 ・スマイルクラブと保育所の交流会助成
支出総額　　        ７８９，０００円 ・はがき慰問（年賀状送付）

  関４７名・南白亀９９名・白潟１１１名
・アルミ・プルトップの回収
 令和３年度実績　      ２９，２９５円

※関地区社会福祉協議会　　　379,000円 福祉教育関係
　南白亀地区社会福祉協議会  185,000円 [団体：関・南白亀・白潟地区社会福祉協議会]
　白潟地区社会福祉協議会    225,000円 [学校：関小学校・南白亀小学校・白潟小学校・白子中学校・茂原高校]

（福祉教育事業内容）
・はがき慰問（年賀状送付）

（福祉教育会議関係）
・福祉教育推進連絡会会議(書面）
・福祉教育プログラム企画部会(書面）
・各地区役員会開催、総会(書面議決）

・介護予防の取組み ・関地区社会福祉協議会サロン
　　（１）開催数１６回
　　（２）延べ参加人数　スタッフ含め３１３名
・南白亀地区社会福祉協議会サロン
　　（１）開催数７回
　　（２）延べ参加人数　スタッフ含め１６８名
・白潟地区社会福祉協議会サロン
　　（１）開催数６回
　　（２）延べ参加人数　スタッフ含め９５名

令和３年度実績報告

各関係機関と連携して、小域福祉圏を核としてボラ
ンティア活動を中心にサロンの普及を図るととも
に、広報啓発を行い住民の参加意欲を高めた。新型
コロナウイルス感染拡大防止のため開催中止月も多
かったが、開催中止の期間は、安否確認のための電
話連絡、手紙、訪問等、感染予防に努めながら行う
ことで参加者の不安軽減につながった。

各地区社会福祉協議会主催により、「友達づくり・安否確
認・介護予防」を目的にサロンを実施し、健康に不安が
ある、各種相談をうけたい、心配がある参加者の情報を
受け、解決やサービスに繋げた。

ボランティアの相談・登録・斡旋などを実施し、新
たなボランティアの発掘と育成を図った。例年開催
している各種ボランティア入門講座・体験講座はコ
ロナウイルスの観点から中止とした。



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等

＜共同募金配分金事業＞
赤い羽根募金（１０月１日から３ヶ月間）
目標額　２，３１０，０００円
実績額　２，２５３，５０６円（達成率 ９７．６ ％）
件数　２，５４９件（自治会２，４３７件　その他 １１２件）

＜赤い羽根募金配分金＞ ＜助成事業＞
配分金収入　　２，１９９，０００円 ①地区社会福祉協議会助成（３地区）　　　　４２０，０００円
参加費収入　　　　　　３，６００円 ②社協広報　　　　　　　　　　　　　　　　３２５，７８５円
支出総額　　　２，２０２，６００円 ③敬老祝賀品　　　　　　　　　　　　　　　　７５，８１６円

④防災用備品代　　　　　　　　　　　　　　９０８，２５４円
⑤スマイルクラブ助成                  　　１００，０００円
⑥福祉器具貸し出し　　　　　　　　　　　　    ６，０００円
⑦民生委員調査費  　　　　　　　　　　  　１３７，７００円
子育て支援
⑧ほっぺの会助成 （幼児サークル）        　 ２０，０００円
⑨少年サッカーイベント助成  　　　　　　　　３０，０００円
⑩子育てサロン助成  　　　　　　　　　　  １７７，２１２円
　　子育てサロン開催数　９回
　　　　　　　　延べ参加人数　１２８人（親子　４５組）
⑪事務用消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　１，８３３円

　　合　計　額　　　　　　　　　　　　２，２０２，６００円
歳末たすけあい募金 歳末たすけあい募金（１０月１日から３ヶ月間）
収入総額　　　 　 ８０，０００円 目標額　５１０，０００円
支出総額　　　　  ８０，０００円 実績額　５５０，５８０円（達成率１０４．３％）

件　数　（自治会：２，４２０件　その他：１０件）
①各種団体支援
　　　障がい者福祉会ふれあい交流会支援　　　　　　　　０円
　　　レインボークラブ支援　　　　　　　　　３０，０００円
　　　ほっぺの会（幼児サークル）支援      　２０，０００円
②ボランティア連絡協議会　ゆうあい訪問慰問品配布
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給額　　３０，０００円
③地域福祉活動助成金（実施地区なし）　　　　　　　　　０円
④剰余金　　　　　　　　　　　　　　　  　４７０，５８０円
　　合　計　額　　　　　　　　　　　　　　５５０，５８０円

＜相談事業＞
心配ごと相談事業

会費収入　　　　　　６０，０００円
支出総額　　　　　　５６，０００円
繰越金　 　 　　　　　４，０００円

弁護士相談  ３件

結婚相談事業 結婚相談員連絡会　　2回

受託金収入 　  　　２４，９７６円

支出総額　 　 　　 ２４，９７６円

町内各種団体の年末行事への支援を行った。

主な配分事業：敬老祝賀品・スマイルクラブ助成・
調査費・幼児サークル助成・地区社協助成・広報費
等

相談取扱件数　２４件
主な相談内容　財産９件、家族３件、離婚３件、苦情３件、老人福祉
              ・障害者福祉・精神衛生・人権・事故・職業　各１件

共同募金活動等の推進 地域福祉活動に不可欠な民間活動の財源確保ととも
に、広報啓発活動及び地域福祉の積極的な取り組み
支援を図った。

相談所を開設し、現在の登録者や結婚について不安
をもっている方の相談を行った。

住民の日常生活の様々な相談に対し、民生委員児童
委員、行政相談委員の協力を得て、相談者に助言し
たり、適切な機関へ紹介する等問題解決の手助けを
行った。また、第２水曜日は人権擁護委員も加わっ
た合同相談を実施し、幅広く問題解決に結び付け
た。



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等

＜在宅福祉事業＞
給食サービス事業 毎月第２・４金曜日配達（年２４回）
補助金・会費収入 登録者数　　　　  ４１名
                　４９５，６７０円 延配達数　　　　８４３名
支出総額　　　　　４９５，６７０円

紙おむつ給付事業 支給月　４月・７月・１０月・１月（年４回）
補助金・会費収入 給付者数        ２９～３５名
　　　　　　　１，１３５，０９８円 延べ人数　　　　　　１３１名
支出総額　　　１，１３５，０９８円

外出支援サービス事業

受託金収入　　３，２１６，３０３円
支出総額　　　３，２１６，３０３円

外出支援検証事業

受託金収入　　１，８６４，１６１円
支出総額　　　１，８６４，１６１円

＜貸付事業＞
貸付事業 生活援護資金（町）貸付

内　訳
前年度繰越金　１，２８５，３６５円 貸付件数：　４件
R３　貸付額　 　　１０９，０００円 貸付総額：１０９，０００円
R３　返済額　　　 　９９，０００円 貸付内容：生活保護支給までの生活費
繰越金　 　 　１，２７５，３６５円 相談延べ件数　２２ 件

７５歳以上の見守りが必要な一人暮らし高齢者に、
ボランティアが調理したお弁当をお届けした。４月
中と１月後半から３月まで新型コロナウイルス拡散
防止のため弁当調理を見合わせ、事務局により慰問
品を配達した。

登録者数　　　　　  　２４名
利用者延べ人数　　　７６１名

高齢者や身体の不自由な方を町内の医療機関、買い
物、停留所等に送迎し、外出の支援をする検証を
行った。

登録者数　　　　　  　７２名
延べ利用人数　　　　７６４名
延べ行先件数　　　１０５６件

低所得者世帯へ援護資金を貸し付け、生活援護を
図った。

在宅で介護保険制度の要介護４・５の認定等を受け
た常時失禁している方へ年４回、紙おむつ等を給付
し、在宅介護及び経済的負担の軽減を図った。

単独で公共交通機関を利用できない、概ね６５歳以
上の高齢者のみの世帯に対し、リフト付きのワゴン
車により「居宅から近隣市町村の医療機関・公共機
関等へ」の外出支援を行った。



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等
千葉県社協貸付事業（事務費） 生活福祉資金・臨時特例つなぎ資金
県受託金収入　　　８３，４００円 貸付件数：　２件
支出総額　　　　　８３，４００円 貸付種類：緊急小口資金

貸付総額：　２００，０００円
相談延べ件数　１４ 件

千葉県社協貸付事業
（臨時特例つなぎ資金事務費）
県受託金収入　　　　２，０００円
支出総額　　　　　　２，０００円
　

千葉県社協貸付事業
新型コロナウイルス感染症の影響による休業や失業で生
活に困窮された世帯に対し生活費等の資金の貸付申請
の支援、相談に応じ必要な機関につないだ。

生活福祉資金（コロナ特例）

（コロナ特例資金　事務費） 貸付件数：　７７　件
貸付種類：緊急小口資金特例資金　　　　　２４件 　　4,700,000円

県受託金収入　　４１９，０００円 　　　　  総合支援資金特例貸付　　　　　２２件　　10,650,000円
支出総額　　　　４１９，０００円 　　　 　 総合支援資金特例貸付(延長貸付)　３件　　 1,650,000円

　　　 　 総合支援資金特例貸付(再貸付)　２８件　　13,350,000円
貸付総額：　３０，３５０，０００円
相談延べ件数　２１１　件

＜日常の生活支援＞
日常生活自立支援事業
県受託金収入　　　６９９，０００円
利用料収入　　　　　７６，８００円
支出総額　　　　　７７５，８００円

＜心身障がい児（者）福祉の推進＞
車椅子　　　　　３９件
福祉カー　　　　  ９件

＜児童・母子福祉の推進＞
交通遺児援護事業 町内の保育所・小中学校の調査を行った。
（県社協）

＜団体各種支援＞
団体活動助成事業 福祉団体を助成し、活動を支援した。 （１）  民生委員・児童委員協議会　　　　　 　　　　　　　０円
受託金収入　　　 ５７８，０００円 （２）  母子寡婦福祉会　　　　　　　　　　　　 ２８，０００円
支出総額　　　 　５７８，０００円 （３）  保護司会　　　　　　　　　　　　　　　 ６２，０００円

（４）  遺族会　　　　　　　　　　           １８４，０００円
（５）  障がい者福祉会　　　　　　　         ２５０，０００円
（６）  更生保護女性会　　　　　　　　         ５４，０００円

介護用品の貸出

高齢者、知的障害者、精神障害者などの判断能力が
不自由な者に対して、福祉サービスの利用に関する
援助等を行うことにより、自立した生活が送れるよ
うに支援した。

義務教育中の交通遺児家庭に対して、図書券や激励
金又は奨励金を支給し、経済的援助を図る。

リフト付きのワゴン車や車いすを無料で貸し出し、
障がいのある方や高齢者の社会参加のための支援を
図った。

低所得者世帯・障害者世帯・高齢者世帯に対して資金
の貸付申請の支援、必要な相談支援を行い、その世帯
の経済的な自立と生活の安定を図った。

・福祉サービス利用援助事業
   ・財産管理サービス
   ・財産保全サービス
   ・新規契約1件、解約５件
   ・Ｒ４.３.３１現在利用者５名



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等

地域包括支援センター事業 １. 指定介護予防支援事業
（１）介護予防支援給付管理数  　 　　　　　７５４件

受託金収入　１５，２２９，７９１円
プラン料収入　１，１６８，１３０円 ２.包括的支援事業
雑収入　　　　　　　　３，０００円
支出総額　　１６，４００，９２１円

（２）総合相談業務
　　　相談件数　　３２０件
　　〔世帯別相談内訳〕
　　　独居世帯１１１件　　高齢者世帯１０１件　　8050世帯１９件
　　　一般世帯８１件　　　その他８件
　　〔相談対象者内訳〕
　　　介護支援専門員３８件　サービス事業者４件　　医療機関３３件
　　　施設４件　　　　　　　自立支援機関４件　　　行政３２件
　　　民生委員１０件　　　　知人１０件　　　　　　家族１３７件
　　　本人３８件　　　　　　その他１０件
　　〔方法別内訳〕
　　　電話２２８件　　来所４８件　　訪問４３件　　その他１件
　　〔相談内容内訳〕
　　　認知症支援７７件　　障がい者支援(精神・身体・知的)３２件
　　　ターミナル支援１３件　　　　病院受診支援２１件
　　　退院・退所支援３０件　　　　生活支援３７件
　　　生活困窮支援１４件　　　　　生活環境整備支援３３件
　　　介護福祉サービス１８４件　　施設入所支援３８件
　　　介護方法２件　　　　　　　　訪問依頼・状況確認１２２件
　　　関係機関調整９９件　　　　　権利擁護・成年後見制度４件
　　　消費者被害０件　　　　　　　高齢者虐待(疑いも含む)７件
　　　やむ得ない事由による措置２件　苦情全般５件
（３)権利擁護業務
　　・成年後見制度の説明や申立てに当たっての関係機関の紹介数　4件
　　　→上記のうち市町村申立て事例数　2件
　　・老人福祉施設等への措置の支援　　0件
　　・消費者被害の防止
　　　→民生・児童委員に対して、千葉県警察が発行する防犯情報のチ
　　　ラシを配布し、消費者被害等の防止啓発をおこなった。

（１）第1号介護予防支援事業　　ケアマネジメントＡの作成
　　　ケアマネマネジメントＡ給付管理数　　４６８件

＜介護保険　包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）＞
・要支援者及び日常生活総合事業対象者に対して、
適切なケアマネジメントを実施し、サービス導入を
したことにより、利用者の生活の質の向上・自立支
援・重度化防止へつなげた。
・家族関係の多様化・希薄化により相談内容も複雑
化している。このような状況の中、関係機関と連携
を図り、利用者及び家族の支援に介入できた。
・介護支援専門員が、包括的・継続的ケアマネジメ
ントを実践できるように、適切な指導・助言が出来
た。



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等
（４)包括的・継続的ケアマネジメント業務
　　〔介護支援専門員の意見交換会〕
　　　※コロナの影響により書面にて実施
　　　令和３年４月２８日　　３９事業所へ郵送
　　〔地域ケア個別会議〕
　　　・令和３年６月２３日　１事例(白子町役場　第５会議室）
　　　　　　　参加者：医療介護等の専門職１１名・傍聴者１名
　　　・令和３年９月２２日　１事例(ＺＯＯＭ開催）
　　　　　　　参加者：医療介護等の専門職１２名・傍聴者なし
　　　・令和４年１月２６日　１事例(ＺＯＯＭ開催）
　　　　　　　参加者：医療介護等の専門職１３名・傍聴者なし
　　〔事例検討会〕
　　　・令和３年７月２８日　２事例
　　　　　　　参加居宅介護支援事業所　４事業所
　　　　　　　参加者　８名

３.包括的支援事業
（１）在宅医療・介護連携促進事業
　　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、医療従事者との研修会は計画でき
ず中止。

（２）認知症総合支援事業
　　〔認知症初期集中支援チーム活動〕
　　・チーム活動介入(対象)事例２件
　　・チーム医への相談・報告件数１１件
　
　　〔長生郡５町村認知症初期集中支援チーム検討委員会〕
　　・１回開催（R4.11.11 長南町役場）

　　〔認知症家族会〕
　　・４回開催(R3.5.8、R3.7.10、R3.11.13、R4.1.15)
　　　→参加実人数６名

　　〔認知症カフェ(オレンジカフェ白子)の開催〕
　　・令和３年１２月１５日　関ふれあいセンター
　　　　　　　参加者３名　他介護支援専門員４名

４.介護予防・日常生活支援総合事業
　　〔通所Ｂの運営補助〕
　　・ふれあい幸民館　月曜日：１８回開催　参加実人数１２名
　　　　　　　　　　　金曜日：１８回開催　参加実人数１２名
　　・脳のトレーニング教室　木曜日：２４回開催　参加実人数２１名
　　〔ケアマネジメントCの作成〕
　　　※通所B利用対象者に対するケアプラン作成数
　　・ふれあい幸民館　　　　２４件
　　・脳のトレーニング教室　１８件



事　業　名 効　　果 主　な　実　績　内　容　等
５.その他
　　介護度重度化防止推進員支援
　　〔介護予防出張教室〕
　　・８箇所６３回実施(現任推進員数６名)
　　・参加実人数４１名(延べ人数２９１名)

いきいき健口教室事業 　開催日:令和４年１月１９日
受託金収入　　　　　１０，７８８円 　参加数:参加者数５名
支出総額　　　　　　１０，７８８円

　

介護支援サポーター事業 ・合計登録者１７名

受託金収入　　　　 ４４，２８８円 ・サポーター活動延べ時間５０７時間
支出総額　　　　　 ４４，２８８円 ・ポイント換金者１３名

（千円：2名、2千円：5名、3千円：2名、5千円：4名）

＜介護保険　包括的支援事業（社会保障充実分）＞
生活支援体制整備事業
受託金収入　  １，９７２，２２６円
支出総額　   １，９７２，２２６円

口腔機能訓練を実施し、口周りの筋力が強化され唾
液が出るようになり呑み込みが良くなることを理解
してもらうことができた。また自宅でも継続できる
口腔機能訓練の実施方法等も周知できた。

＜介護保険　総合事業  一般介護予防事業＞

（１）協議体開催　４回
      出席者：白子町役場健康福祉課介護保険係
              白子町地域包括支援センター
　　　　　    生活支援コーディネーター
      主な協議内容：①たすけあいチームの自治会への事業展開について
　　　　　　　      ②社会資源マップの作成について
　　　　　　　      ③移動販売の概要について

（２）生活支援コーディネーターの活動紹介
      対　象 ：おしゃべりサロン ・夢サロン ・関フレンドサロン
  　　　       健康倶楽部参加者

（３）地域ケア会議への出席  ２回
 
（４）移動販売車の協議・説明
　    対象自治会：浜宿東自治会・関南自治会・幸治東自治会
                  北高根西自治会・中川岸自治会

（５）たすけあいチームの案内・移動販売車の情報提供
      対象自治会：３２自治会
 
（６）移動販売車の開始
  　　対象自治会：浜宿東自治会・幸治東自治会
 　　 対象者：地域住民

高齢者が介護支援サポーター活動を通して積極的に
社会参加し、地域貢献することを奨励するととも
に、高齢者自らの自発的な介護予防を促進した。

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していく
ことを目的とし、地域において、生活支援等サービスの
提供体制の構築に向けたコーディネートを行った。


